
「子どもの貧困」という問題に起因して、教育を受ける機会を失っている子ど
もたちの支援強化のため、日本各地で活動する教育支援団体をネットワーク化
し、すべての子どもが夢や希望を持つことができる社会の実現を目指します。
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約７人に１人の子どもが貧困状態に

平成２８年国民生活基礎調査の概要に
よると、日本の子どもの相対的貧困率は
１３．９％、実に日本の子どもの約７人
に１人（約２８０万人）が貧困状態にあ
ることを示しています。

※相対的貧困率とは、等価可処分所得（世帯の可処分
所得を世帯人数の平方根で割り算出した所得）が、対
象となる国や地域の全人口の中央値の半分に満たない
人口の割合を指す。



親の所得と子どもの学力がひもづく 教育格差



Ex .高校に進学できずフリーター
→生活保護受給
税金から支出

大学→中小企業正社員
生涯賃金2億6000万円

生涯納税額3,010万円

一人を貧困の連鎖

＋ ＝
－ ＋

子どもの貧困解決は
福祉ではなく投資

無償教育支援

日本財団の試算
現在15歳の１学年だけでも経済的損失は2.9兆円、社会福祉費の増加が1.1兆円4




